
島
根
県
は
、
平
成
四
年
か
ら
死
亡
数
が
出
生
数
を
上
回
る
自
然
減
が
続
く
な
か
、

「
島
根
県
総
合
発
展
計
画
」に
お
い
て
、
今
後
も
進
む
人
口
減
少
と
高
齢
化
を

前
提
と
し
て
、
目
指
す
べ
き
将
来
像
に
、「
豊
か
な
自
然
、
文
化
、
歴
史
の
中

で
、
県
民
誰
も
が
誇
り
と
自
信
を
持
て
る
、
活
力
あ
る
島
根
」を
掲
げ
、
取

り
組
ん
で
来
て
い
ま
す
。

そ
う
し
た
中
、
昨
年
五
月
の
日
本
創
成
会
議
の
誠
に
シ
ョ
ッ
キ
ン
グ
な
問

題
提
起
を
受
け
、
同
年
十
一
月「
ま
ち
・ひ
と
・し
ご
と
創
生
法
」が
成
立

し
、
こ
れ
ま
で
地
方
の
問
題
と
さ
れ
て
い
た「
人
口
減
少
問
題
」に
国
と
し
て

対
応
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

ま
ち
・ひ
と
・・し
ご
と
・創
生
は
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
、
東
京
圏

へ
の
人
口
の
一
極
集
中
を
是
正
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
住
み
よ
い
環
境
を

確
保
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
あ
る
日
本
社
会
を
維
持
し
て
い
こ
う
と
す

る
も
の
で
す
。

国
の
動
き
を
追
い
風
と
し
な
が
ら
、
島
根
県
で
は
、
魅
力
あ
る
就
業
の
機

会
（
し
ご
と
）を
つ
く
り
、
子
育
て
に
良
好
な
環
境
を
活
か
し
て
若
者
が
結
婚

し
て
子
ど
も
を
産
み
育
て
る
と
を
支
え
、
人
々
の
定
着
、
回
帰
・流
入
を
促

す
こ
と
で
、
地
域
を
担
う
人
材
（ひ
と
）を
確
保
し
、
人
口
減
少
に
対
応
し
な

が
ら
、
同
時
に
魅
力
あ
る
地
域
社
会
（ま
ち
）を
維
持
・形
成
を
す
る
こ
と

を
目
指
し
て
、
向
う
五
年
間
に
わ
た
る
県
版
地
方
創
生
総
合
戦
略
を
策
定

し
ま
し
た
。

中
山
間
地
域
や
離
島
の
人
口
減
少
が
県
全
体
の
人
口
減
少
そ
の
も
の
と

な
っ
て
い
る
島
根
県
で
あ
り
、
出
生
率
の
大
幅
向
上
や
社
会
減
の
短
期
間
で

の
解
消
は
決
し
て
容
易
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
問
題
を
し
っ
か
り
受
け
止

め
、
前
へ
進
む
決
意
で
す
。



島根県人口ビジョン概要
政府に対し、国の施策の一層の充実や地方財源の増強を働きかけながら、

2040年までに合計特殊出生率2.07と社会移動の均衡を目指す！
出生率の大幅向上や社会減の解消を短期間で達成することは容易ではないが、試算４を目指す
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島根県の人口シミュレーション

試算1 試算2 試算3 試算4

４７万人

３８万人

５５万人

５２万人

試算１ 県の現在（２００９～１３年平均）の
出生率１．６３が継続した場合

県の現在（２００９～１３平均）の
社会減少率が継続した場合

試算４ 国ビジョンと同様県の出生率が２０
４０年までに２．０７になった場合

県の社会減少率が２０４０年まで
に段階的に０となった場合
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県版総合戦略より作成



島根の地方創生は石見部・中山間地域離島の振興対策
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県全体 中山間地域 非中山間地域
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39万人
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56万人

33万人

50.9万人

37.6万人

4.4万人

47.5万人▼7％

20.2万人▼46％

昭和35年、島根の中山間地域には56万人の県民が住み、非中山間地域には33万人の県民が住んでいまし
た。果たして、平成22年、中山間地域に32.5万人、非中山間地域に39万人、完全に逆転です。そして、この間の
人口減少が島根県の人口減少そのものとなっています。

地域振興部資料より作成



県版総合戦略・基本目標

しごと

まち ひと

（２）結婚・出産・子育
ての希望をかなえる
社会づくり

（３）しまねに定着、回帰・
流入する人の流れづくり

（４）地域の特性を活か
した安心して暮らせる
しまねづくり

（１）しごとづくりと
しごとを支える人づくり

人材の流入・定着

地域の活性化
生産・消費・所得

社会減対策

自然減対策

県版総合戦略
より作成



【基本目標１】 しごとづくりとしごとを支える人づくり

出生率の向上や、若者等の定着、回帰・流入を進めていくためには、安定した所得が得られ、魅力のある仕事
が地域になければならない。

地域産業の集積、自然・歴史・文化・伝統芸能などの観光資源、豊かな自然に育まれた農林水産業などを活か
して、新たな時代に対応した魅力ある雇用の場を作る。

＜目標＞
・雇用創出数 ７７００人 （H２７～３１年）
・事業承継計画により後継者を確保した企業数 ２００社 （H２８～３１年）
・観光入込客数 ３．４００万人/年 （３．３２１万人/年）
・農業法人数 ５００法人 （現３６０法人）

【基本目標２】 結婚・出産・子育ての希望をかなえる社会づくり

島根県は、合計特殊出生率は全国的に上位にあるものの、婚姻数、出生数はともに緩やかながらも減少傾向に
ある。

若い世代の結婚したい、子どもを持ちたいという希望を実現するため、結婚、妊娠、出産、子育てまで切れ目の
ないきめ細やかな支援や、仕事と子育ての両立支援など、官民一体となった支援体制づくりを推進する。

＜目標＞
・しまね縁結びサポートセンター を通じた婚姻数 １５０件 （～H３１年－現５４件/年）
・妊娠・出産・子育ての総合相談窓口の設置市町村数 全市町村
・こっころカンパニー認定企業数 ４００社 （～H３１年― 現５９社）
・合計特殊出生率 １．７ （H３１年）



【基本目標３】 しまねに定着、回帰・流入するひとの流れづくり

島根県では、地域づくりや移住・定住の支援施策などに、これまでも積極的に取り組んできた。島根の魅力ある
仕事や、自然に恵まれたゆとりある生活、結婚・出産・子育てがしやすい環境を県内外に情報発信し、島根への
定着、回帰・流入を進める。

＜目標＞
・人口の社会減 ４００人の改善 （H３１年▼９００人 H２６年▼１３００人）
・UIターン者受入数 ５００人の増 （H２７～３１年）
・県立高校への県外からの入学者数 ２００人 （H３１ 現１３５人）
・高校生の県内就職率 ８５％ （H２７～H３１年 現７９．２％）
・県内高等教育機関卒業生の県内就職率 ４５％ （H２７～３１年 現３１％）

【基本目標４】 地域の特性を活かした安心して暮らせるしまねづくり

今後の人口減少が避けられない中で、それぞれの地域の資源を活かしながら、地域コミュニティや生活機能の
維持・確保のための様々な取組みを支援する。

島根県では、人口減少が続く中山間・離島地域がある一方で、松江市、出雲市など人口集積が続いてきた地域
もあり、それぞれの地域の特性を活かしつつ、連携・補完し合いながら安心して暮らしやすい地域づくりを進める。

＜目標＞
・中山間・離島地域の「小さな拠点づくり」を進めている公民館エリア数 １５０エリア （～H３１年－現５２エリア）
・企業立地による新規雇用者計画数［中山間・離島地域］ １１００人 （H２７～３１年）
・病院・公立診療所の医師の充足率 ８０％ （現７８．４％）
・介護を要しない高齢者の割合 ８５％ （現８４．５％）



総合戦略における中山間地域・離島の振興対策

１）住民主体の取り組みの推進
＜推進施策＞
①公民館活動と連携した住民主体の議論の喚起
②地域づくり人材の発掘・育成
③芽生えた実践活動へのフォロー

２）生活機能の確保
＜推進施策＞
①日常生活に必要な機能・サービスの集約化
②廃校等を活用したサービス拠点の整備
③多世代同居・近居の促進
④離島の課題への対応
⑤携帯電話不感地域の解消

３）生活交通の確保
＜推進施策＞
①中山間地域における交通弱者の移動手段の確保
に向けた支援

②離島航路の維持・活用

４）地域産業の振興
＜推進施策＞
①農林水産業の振興
②中山間・離島における企業立地の推進
③都市との交流産業の推進
④地域資源を活用した産業振興、起業支援
⑤隠岐ジオパークの活用
⑥再生可能エネルギー導入の促進

５）農業・森林・農山村の多面的機能の維持・発揮
＜推進施策＞
①多面的機能を支える活動への支援
②担い手がいない集落への対応
③集落営農組織による地域貢献活動への支援
④鳥獣被害対策の推進

６）健康で安心して暮らせる地域づくり
①地域医療の確保
②高齢者福祉の推進



平成２８年度当初予算で新規・拡充を検討している「総合戦略」に関連した主な事業

２．若い人の仕事の確保

（１） 新たな働く場をつくる
①企業立地のための助成制度の対象業種の拡大

（２） 今ある働く場を守る
①後継者不足から中小企業が廃業とならないよう

後継者の確保や育成を支援
（３） 若い人に働く場を紹介する

①大学生等の県内での就職を促進
（４） 人手不足の働く場に若い人を確保する

①農林水産業の担い手を確保

３．中山間地域・離島対策

（１） 新たな働く場をつくる
①中山間地域・離島での企業立地への雇用助成

の上積み
（２） 「小さな拠点づくり」の推進

①生活サービスの拠点整備の支援
②公民館を核とした地域づくりの支援

―２８年度予算編成方針－
地方創生のための予算要求にあたっては、厳しい

状況にある中山間地域・離島対策の更なる強化を図
る視点での検討を行う。

１．子育て支援関係

（１） 所得の低い子育て世代の経済的負担の軽減
①第１子第２子の３歳児未満の保育料を軽減す

るための交付金の創設
（２） 子育てと仕事を両立させるための保育の充実

①待機児童ゼロを目指す取組みの支援
②病児保育を拡大する取組みの支援
③放課後児童クラブを拡大する取組みの支援

（３） 出産後も仕事を続けることができる職場づくり
①育児休業取得を奨励する小規模企業への支援

（４） 出生数を増やすための市町村の新規・拡充の
取組みの支援
①市町村が行う初婚年齢・未婚率の引き下げの

取組み、安心して出産できる体制や子育てでき
る環境の整備等を対象とした補助金の創設
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